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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第９期

第１四半期
連結累計期間

第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成25年１月１日
至 平成25年12月31日

売上高 (千円) 292,072 839,509 2,717,479

経常利益又は経常損失(△) (千円) △285,110 △79,334 119,974

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △261,796 9,247 137,480

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 57,835 △207,376 1,501,034

純資産額 (千円) 8,418,862 9,677,185 9,878,936

総資産額 (千円) 10,134,178 11,628,573 11,758,822

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △18.47 0.65 9.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 0.64 ―

自己資本比率 (％) 83.0 83.0 83.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第９期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第９期連

結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、子会社設立に伴い、W-SCOPE New Energy（Shenzhen）Co,.Limitedを連結の

範囲に加えております。この結果、当社グループは当社及び連結子会社３社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、欧州の景気の減速感の影響もあり、中国経済は軟調に推移をしたもの

の世界経済全体では緩やかな回復基調となりました。

　この様な状況の中、当社グループの主力事業であるリチウムイオン二次電池セパレータ事業におきましては、民

生用機器用途では市場の成熟化の進展はあるものの、モバイル機器における電池容量の拡大の影響等を受け、安定

的な数量拡大が続いております。また、輸送用機器用途においては過度な悲観論の後退と同時に、電気自動車

（EV）の拡大基調やハイブリッドカー（HEV）用途へのリチウムイオン二次電池の採用拡大により成長性が高まって

おります。これらを受け、セパレータ市場におきましても需給の改善の兆しが出てきました。

　当社グループの連結売上高の73.1％を占める中国市場において旧正月の時期が含まれ、市場の閑散期にあたりま

すが、当社グループは顧客基盤の拡充に努めており、取引の質・量の両面からの改善により販売を行うことが出来

ました。また、米国市場においては複数の顧客への売上が安定的に推移、連結売上高に対し18.7％の構成比となり

ました。これらは主に輸送用機器用途に関連したものです。これらの要因により当第１四半期連結累計期間におい

ては計画にそった販売を達成することが出来ました。

　また、当社グループでは、かねてより大手バッテリーメーカーへのマーケティング活動を行っておりましたが、

当第１四半期連結累計期間においては、日本の大手バッテリーメーカーへ量産出荷を開始致しました。今後とも世

界的な大手バッテリーメーカーを中心に積極的な営業活動を継続して、顧客基盤の充実に努めて参ります。

　平均為替レートにつきましては、当第１四半期連結累計期間の対米ドルが前年同期比で約10.62円円安の102.83

円、対1,000韓国ウォンでは前年同期比で約11.1円円安の96.2円となりました。

　このような環境のもと、売上高は839,509千円と前年同四半期と比べ547,437千円（187.4％）の増収となりまし

た。また、営業損失は52,670千円と前年同四半期と比べ271,486千円の増益、税金等調整前四半期純損失は79,334千

円と前年同四半期と比べ205,776千円の増益、四半期純利益は9,247千円と前年同四半期と比べ271,043千円の増益と

なりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結累計期間における総資産につきましては11,628,573千円となり、前連結会計年度末に比べ

130,248千円減少しました。主な要因は以下のとおりであります。

（資産）

　流動資産につきましては5,329,565千円となり、前連結会計年度末に比べ95,111千円の減少となりました。これは

主として、受取手形及び売掛金の増加101,333千円、現金及び預金の減少106,257千円、商品及び製品の減少87,518

千円があったことによるものであります。固定資産につきましては6,299,008千円となり、前連結会計年度末に比べ

35,137千円の減少となりました。これは主として、建設仮勘定の増加106,671千円、繰延税金資産の増加87,866千

円、建物及び構築物の減少42,580千円、機械装置及び運搬具の減少182,907千円によるものであります。

（負債）
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　負債につきましては1,951,388千円となり、前連結会計年度末に比べ71,502千円の増加となりました。流動負債に

つきましては1,847,045千円となり、前連結会計年度末に比べ63,111千円の増加となりました。これは主として、支

払手形及び買掛金の増加6,956千円によるものであります。固定負債につきましては104,342千円となり、前連結会

計年度末に比べ8,391千円の増加となりました。これは主として、退職給付引当金の増加9,604千円によるものであ

ります。

（純資産）

　純資産につきましては9,677,185千円となり、前連結会計年度末に比べ201,751千円の減少となりました。これは

主として、当期純利益の計上9,247千円、為替換算調整勘定の減少216,623千円によるものであります

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は42,894千円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,171,600 14,171,600
東京証券取引所
(マザーズ)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準の株式でありま
す。
１単元の株式数は100株と
なっております。

計 14,171,600 14,171,600 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年３月31日 ― 14,171,600 ― 4,119,445 ― 4,065,445
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,170,500
141,705

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準の
株式であります。
１単元の株式数は100株となってお
ります。

単元未満株式
普通株式

1,100
― ―

発行済株式総数 14,171,600 ― ―

総株主の議決権 ― 141,705 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成25年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,686,005 3,579,748

  受取手形及び売掛金 591,488 692,821

  商品及び製品 943,151 855,632

  原材料及び貯蔵品 122,344 119,271

  その他 81,687 82,090

  流動資産合計 5,424,677 5,329,565

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 1,227,120 1,188,784

    減価償却累計額 △234,973 △239,218

    建物及び構築物（純額） 992,146 949,565

   機械装置及び運搬具 6,521,928 6,414,453

    減価償却累計額 △2,271,874 △2,347,307

    機械装置及び運搬具（純額） 4,250,053 4,067,145

   建設仮勘定 934,715 1,041,387

   その他 127,732 127,831

    減価償却累計額 △81,139 △83,843

    その他（純額） 46,592 43,988

   有形固定資産合計 6,223,508 6,102,086

  無形固定資産   

   その他 21,093 18,978

   無形固定資産合計 21,093 18,978

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 72,865 160,732

   その他 16,677 17,209

   投資その他の資産合計 89,542 177,942

  固定資産合計 6,334,145 6,299,008

 資産合計 11,758,822 11,628,573

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 18,392 25,348

  短期借入金 1,400,000 1,400,000

  未払法人税等 9,987 6,344

  繰延税金負債 9,171 8,152

  その他 346,383 407,199

  流動負債合計 1,783,934 1,847,045

 固定負債   

  退職給付引当金 26,024 35,629

  繰延税金負債 131 128

  その他 69,795 68,584

  固定負債合計 95,951 104,342

 負債合計 1,879,885 1,951,388

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,119,445 4,119,445

  資本剰余金 4,065,445 4,065,445

  利益剰余金 △29,495 △20,248

  株主資本合計 8,155,394 8,164,641

EDINET提出書類

ダブル・スコープ株式会社(E26082)

四半期報告書

 8/16



 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 1,701,042 1,484,418

  その他の包括利益累計額合計 1,701,042 1,484,418

 新株予約権 22,500 28,125

 純資産合計 9,878,936 9,677,185

負債純資産合計 11,758,822 11,628,573
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

　【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 292,072 839,509

売上原価 427,773 701,719

売上総利益又は売上総損失（△） △135,701 137,790

販売費及び一般管理費 188,455 190,460

営業利益又は営業損失（△） △324,156 △52,670

営業外収益   

 受取利息 240 174

 為替差益 34,586 -

 作業くず売却益 3,127 11,998

 その他 6,931 2,032

 営業外収益合計 44,885 14,204

営業外費用   

 支払利息 5,839 2,133

 為替差損 - 38,735

 営業外費用合計 5,839 40,868

経常利益又は経常損失（△） △285,110 △79,334

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△285,110 △79,334

法人税等 △23,314 △88,581

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△261,796 9,247

四半期純利益又は四半期純損失（△） △261,796 9,247
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　【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
　至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△261,796 9,247

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 319,631 △216,623

 その他の包括利益合計 319,631 △216,623

四半期包括利益 57,835 △207,376

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 57,835 △207,376

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

 当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結会計期間より、子会社設立に伴い、W-SCOPE New Energy（Shenzhen）Co,.Limitedを連結の範囲に

加えております。

 
(会計方針の変更等)

　　該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．税金費用の計算 当連結会計年度の税金等調整前四半期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算する方法を採用しております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

減価償却費 139,565千円
 

 

 170,035千円
 

 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年１月１日 至 平成25年３月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１　配当金支払額

該当事項はありません。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当社及び連結子会社は、リチウムイオン二次電池用セパレータ事業の単一セグメントであります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

 

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益額　　　　　　　　　　　
又は1株当たり四半期純損失金額(△)

△18円47銭 0円65銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額又は四半期純損失金額(△)(千円) △261,796 9,247

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額　　　　　　　 
又は四半期純損失金額(△)(千円)

△261,796 9,247

    普通株式の期中平均株式数(株) 14,171,600 14,171,600

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 0円64銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) ― 189,070

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

　(注)前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失

であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年５月９日

ダブル・スコープ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   市   川   一   郎   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   川   口   靖   仁   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダブル・スコー

プ株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成26年１月１日

から平成26年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年１月１日から平成26年３月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダブル・スコープ株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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